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[bookmark: _Toc413084765]第１章　計画の策定にあたって
[bookmark: _Toc413084766]１．計画策定の背景と趣旨
わが国の総人口は、平成22（2010）年の1億2,806万人をピークに減少過程に入っており、平成29（2017）年には1億2,672万人にまで減少していますが、65歳以上の高齢者人口については一貫して増加を続けており、平成29（2017）年には過去最高の3,495万人に達するとともに、総人口に占める高齢者人口の割合（高齢化率）についても過去最高の27.7％となるなど、高齢化が進んでいます（総務省「人口推計」10月1日現在による）。
こうした高齢者の増加を背景に、介護保険制度においても認定者数や利用者数が増加しており、社会保障制度のひとつとして定着・機能している一方で、介護保険給付費は急速に増大しています。
今後ますます高齢化が進み、生産年齢人口は減少していくことが予測される中、介護保険制度を含めた社会保障制度全体の安定的・持続的運営が危惧される状況にもなっています。
特に今後は、我が国の大きな人口集団である団塊の世代や団塊ジュニアが75歳以上に達する時期には介護需要等の急増が想定され、それぞれ2025年問題、2050年問題として、その対応策が大きな課題となっています。
地域においては、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者など、支援・介護を必要とする高齢者が今後ますます増加するとともに、地域の高齢者・障がい者・子どもに関する、様々な地域の課題が重層化・複雑化していくものと考えられます。
こうした状況の中、医療・介護（予防）・生活支援サービスを切れ目なく提供し、高齢者の地域生活を支援する「地域包括ケアシステム」の構築を図るとともに、さらに広い視点からは、地域で暮らすすべての人々が一人ひとりの暮らしと生きがいをともに創り、高め合う社会（地域共生社会）の実現を目指すことが求められています。

本町では、高齢者施策の方向性を示す計画として、平成27（2015）～29（2017）年度を計画期間とする『高齢者保健福祉計画（第７次）・介護保険事業計画（第６期）』を策定し、これに基づく施策の展開を図ってきたところです。この計画は３年毎の見直しが定められた法定計画であることから、今般の介護保険制度等の改正や本町における高齢者福祉行政をとりまく状況の変化や高齢社会における諸課題に対応するため、計画の見直しをする必要があります。
本町に暮らす高齢者がそれぞれの住み慣れた地域において、自分らしく安心して暮らしていけるまちづくりをめざし、町民・事業者・行政が協働して高齢者福祉の充実に取り組んでいくための指針となる計画として、平成30（2018）～32（2020）年度を計画期間とする『高齢者保健福祉計画（第８次）・介護保険事業計画（第７期）』を策定するものです。


２．計画の性格と位置づけ
（１）計画の性格
「高齢者保健福祉計画」はすべての高齢者を対象とした本町の高齢者福祉に関する計画です。
また、「介護保険事業計画」は、介護保険の対象となる要介護者等の人数、介護保険サービス量の見込み等について定めた介護保険事業を運営するための事業計画です。
両計画の関係については、概念的には「介護保険事業計画」は「高齢者保健福祉計画」に包含されるものです。
本町では、これらの２計画を一体の計画として策定しています。
高齢者保健福祉計画
介護保険事業計画








（２）法的位置づけ
「高齢者保健福祉計画」は、老人福祉法（第20条の8）の規定に基づく「市町村老人福祉計画」として位置づけられるものであり、地域における高齢者福祉全般にかかる計画です。

市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」という。）を定めるものとする。


老人福祉法　第20条の8






※土佐町の計画名称は、「高齢者福祉計画」ではなく、「高齢者保健福祉計画」となっています。かつては「老人保健法」という法律があり、その中で「市町村老人保健計画」の策定が規定されていましたが、高齢者医療制度の見直しの中で、この法律は廃止されました。したがって、「高齢者保健計画」を策定することは制度的には要請されていませんが、土佐町では「高齢者福祉計画」と一体的に高齢者の健康づくりに関する取組についても計画化するという観点から、「高齢者保健福祉計画」として策定するものです。










また、「介護保険事業計画」は、介護保険法（第117条第１項）の規定に基づく「市町村介護保険事業計画」として位置づけられるものであり、適正な介護保険サービスの給付量等を見込むとともに、これに基づく介護保険料を算定する計画です。

市町村は、基本指針に即して、3年を1期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」という。）を定めるものとする。


介護保険法　第117条第1項






３．計画の期間
本計画の計画期間は、平成30（2018）～平成32（2020）年度の３年間とします。
また、本計画は、団塊の世代がすべて後期高齢者となる平成37（2025）年を見据えた長期的視点を踏まえ、検討・策定しています。
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４．計画の策定体制
（１）「計画策定委員会」の設置
高齢者保健福祉事業及び介護保険事業においては、幅広い関係者の参画により、本町の地域特性に応じた事業展開に努めることが必要であることから、行政機関内部だけでなく、学識経験者、保健医療関係者、福祉関係者、被保険者代表の積極的な参加を得て、「土佐町高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会」を設置し、各種団体や住民の意見を広く反映させながら計画策定を進めました。
（２）高齢者に対する実態調査の実施
計画策定に係る基礎資料として本町の高齢者の実態を把握することを目的として、「介護予防・日常生活圏域ニーズ調査」と「在宅介護実態調査」の２種類のアンケート調査を実施しました。











第２章　高齢者を取り巻く現状
１．人口の概況
（１）人口の推移
本町の総人口は、緩やかな減少傾向で推移しており、平成25（2013）年の4,200人から平成28（2016）年には4,046人にまで減少しています。




























年齢３区分別にみると、0～14歳の年少人口は、平成26年以降は緩やかに増加しており、平成28（2016）年には396人となっています。
15～64歳の生産年齢人口は、総人口と同様、緩やかな減少傾向で推移しており、平成28（2016）年には1,903人となっています。
一方、65歳以上の高齢者人口は、近年1,700人台前半で安定的に推移しており、平成28（2016）年には1,747人となっています。
（２）人口ピラミッド
平成28（2016）年現在の本町の人口構造を人口ピラミッドとしてみると、既に高齢者となっている団塊の世代や現在45歳前後の団塊ジュニアが大きな人口集団となっていることが確認できます。























また、65歳以上に着目すると、高齢になるほど男性人口に対して女性人口が多くなっていますが、これは我が国における平均寿命の男女格差（平成28年：男性80.98歳、女性87.14歳）によるものです。
（３）高齢化率
高齢化率（総人口に占める高齢者人口の比率）についてみると、一貫して増加しており、平成28（2016）年には43.2％にまで達しており、これは全国水準の27.7％は大きく上回っている状況です。















（４）高齢化率
高齢者人口について前期高齢者（65～74歳）・後期高齢者（75歳以上）別にみると、前期高齢者については平成25（2013）年の630人から平成28（2016）年には641人へとやや増加していますが、平成27（2015）年に比べると10人の減少となっています。
一方、後期高齢者については、平成25（2013）年の1,098人から平成28（2016）年には1,106人へと増加はしています。
こうした状況を高齢者人口に占める比率として確認すると、前期高齢者は高齢者の37％前後、また、後期高齢者は高齢者の63％前後で安定的に推移してきています。








































２．世帯の状況
本町の一般世帯数は、総人口同様、既に減少過程に入っており、平成27（2015）年には1,729世帯、１世帯あたり人員2.16人／世帯となっています。
このうち、高齢者のいる世帯についても、平成17（2005）年の1,095世帯をピークに減少傾向で推移しており、平成27（2015）年には1,059世帯となっています。






























【一般世帯】総世帯から施設等の世帯を除いた世帯
【高齢単身世帯】65歳以上の者一人のみの一般世帯（他の世帯員がいないもの）
【高齢夫婦世帯】夫65歳以上、妻60歳以上の夫婦1組の一般世帯（他の世帯員がいないもの）




高齢者のいる世帯の内訳について平成27（2015）年の状況をみてみるとは、高齢単身世帯が35.6％、高齢夫婦世帯が30.0％、その他の高齢者世帯が34.4％となっています。
















一般世帯数に対する高齢者のいる世帯比率が61.2％で全国・高知県水準を大きく上回っているほか、高齢者のいる世帯に占める高齢単身世帯、高齢夫婦世帯の比率も全国・高知県水準を上回っている状況です。











３．アンケート調査による高齢者の実態
（１）介護予防・日常生活圏域ニーズ調査から
①　家族構成
「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」が37.4％で最も高く、次いで「１人暮らし」が21.4％、「息子・娘との2世帯」が19.8％の順となっています。












②　外出する際の移動手段
「自動車（自分で運転）」が57.2％で最も高く、次いで「徒歩」が36.8％、「自動車（人に乗せてもらう）」が30.9％の順となっています。













③　趣味の有無
〇「趣味あり」が63.4％、「思いつかない」が16.0％となっています。










④　生きがいの有無
「生きがいあり」が52.9％、「思いつかない」が22.1％となっています。











内訳としては、「家族（孫、ひ孫、子ども等）」が最も多く、特に「孫の成長」「孫の世話」といった意見が多くみられました。








⑤　会やグループの参加頻度
「週４回以上」「週２～３回」「週１回」を合わせた『週１回以上』で比較すると、“①あったかふれあいセンター（とんからりんの家を含む）”が9.2％で最も高く、次いで“④趣味関係のグループ”が5.7％、“②ボランティアのグループ”が3.7％の順となっています。
















⑥　友人・知人と会う頻度
「週に何度かある」が40.0％で最も高く、次いで「月に何度かある」が20.1％、「毎日ある」が19.3％の順となっています。「毎日ある」と「週に何度かある」を合わせた『週１回以上』が約６割となっています。









⑦　主観的健康感
「とてもよい」と「まあよい」を合わせた『健康だと思う』が59.2％、「あまりよくない」と「よくない」を合わせた『健康でないと思う』が24.7％となっています。










⑧　生活機能評価
生活機能の評価項目ごとの該当者（リスク者）の割合は、“一般高齢者”では「認知機能低下」の該当者の割合が最も高く39.6％となっています。要支援・介護認定者では「運動機能低下」の該当者の割合が最も高く、“要支援２”“要介護１”では100.0％となっています。




















年齢別にみると、「運動器機能低下」「転倒リスク」「閉じこもり傾向」「口腔機能低下」は年齢が上がるほど、該当者の割合も増加しています。「うつ傾向」は“70～74歳”の割合が最も高く30.9％となっています。























（２）在宅介護実態調査から
①　年　齢
「85～89歳」が28.0％で最も高く、次いで「80～84歳」が24.2％となっており、『後期高齢者（75歳以上）』が81.3％を占めています。













②　要介護度
「要支援１」と「要支援２」を合わせた“要支援者”が45.9％、「要介護１」と「要介護２」を合わせた“要介護１・２”が36.0％、「要介護３」「要介護４」「要介護５」を合わせた“要介護３以上”が14.3％となっています。











③　認知症高齢者の日常生活自立度
「Ⅰ」が34.2％で最も高く、次いで「自立」が27.3％、「Ⅱｂ」21.7％の順となっています。














	レベル
	判断基準

	Ⅰ
	何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内および社会的にほぼ自立している状態
基本的には在宅で自立した生活が可能なレベル

	Ⅱa
	日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが家庭外で多少見られても、誰かが注意していれば自立できる状態

	Ⅱb
	日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが家庭内で見られるようになるが、誰かが注意していれば自立できる状態

	Ⅲa
	日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが主に日中を中心に見られ、介護を必要とする状態

	Ⅲb
	日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが夜間にも見られるようになり、介護を必要とする状態

	Ⅳ
	日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られ、常に介護を必要とする状態

	M
	著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ、専門医療を必要とする状態





④　障害高齢者の日常生活自立度
「J２」が33.5％で最も高く、次いで「A1」が24.8％、「A2」が18.6％の順となっています。














	レベル
	判断基準

	生活自立
	Ｊ
	何らかの障害等を有するが、日常生活はほぼ自立しており独力で外出する
1．交通機関等を利用して外出する
2．隣近所へなら外出する

	準寝たきり
	Ａ
	屋内での生活は概ね自立しているが、介助なしには外出しない
1．介助により外出し、日中はほとんどベッドから離れて生活する
2．外出の頻度が少なく、日中も寝たり起きたりの生活をしている

	寝たきり
	Ｂ
	屋内での生活は何らかの介助を要し，日中もベッド上での生活が主体であるが、座位を保つ
1．車いすに移乗し、食事、排泄をベッドから離れて行う
2．介助により車いすに移乗する

	
	Ｃ
	１日中ベッド上で過ごし、排泄、食事、着替において介助を要する
1．自力で寝返りをうつ
2．自力では寝返りもうたない





⑤　ご家族等の介護の頻度
「ほぼ毎日」が62.7％で最も高く、次いで「ない」が16.8％、「週１日以下」が8.7％の順となっています。









⑥　主な介護者
「子」が46.6％で最も高く、次いで「配偶者」が33.8％、「子の配偶者」が14.3％の順となっています。











⑦　主な介護者の性別
「女性」が65.4％、「男性」が34.6％となっています。
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⑧　主な介護者の年齢
「60代」が34.6％で最も高く、次いで「50代」が19.5％、「80歳以上」が18.0％の順となっています。
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⑨　主な介護者が行っている介護
「その他の家事（掃除、洗濯、買い物等）」が75.9％で最も高く、次いで「食事の準備（調理等）」が69.9％、「金銭管理や生活面に必要な諸手続き」が67.7％の順となっています。
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⑩　在宅生活の継続のために充実が必要な支援・サービス
「特になし」が66.5％で最も高く、次いで「見守り、声かけ」が8.1％、「移送サービス（介護・福祉タクシー等）」が7.5％の順となっています。
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⑪　施設等への入所・入居の検討状況
「検討していない」が85.1％で最も高く、次いで「検討中」が11.2％、「申請済み」が3.1％の順となっています。
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４．第７期に向けた制度改正の概要
～　地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律の概要　～
【目　的】
高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする人に必要なサービスが提供されるようにするための制度改正です。
①　自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進
○介護保険事業計画の策定にあたっての国から提供されたデータの分析の実施
○介護保険事業計画に介護予防・重度化防止、介護給付費適正化等の取組内容及び目標を記載
○介護保険事業計画に位置づけられた目標の達成状況についての公表及び報告
○財政的インセンティブ（動機付け）の付与（交付金の交付）の規定の整備
○地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等）
○居宅サービス等事業者の指定に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入）
○国及び地方公共団体の認知症に関する施策の総合的な推進を制度上明確化
・認知症に関する知識の普及・啓発
・認知症の人に応じたリハビリテーション及び認知症の人を介護する人の支援
・その他認知症に関する施策の推進
・認知症の人及びその家族の意向の尊重に努める　等
②　医療・介護の連携の推進等
○新たな介護保険施設として「介護医療院」を創設（施設サービスへの追加）
・日常的な医学管理が必要な重介護者の受入機能
・看取り・ターミナル機能
・生活施設機能
【新たな介護保険施設の概要】
	名　　称
	介護医療院
※病院または診療所から新施設に転換した場合には、転換前の病院または診療所の名称を引き続き使用できることとする

	機　　能
	要介護者に対し、「長期療養のための医療」と「日常生活上の世話（介護）」を一体的に提供する（「介護医療院サービス」の提供）
※介護保険法上の介護保険施設だが、医療法上は医療提供施設として法的に位置づける

	開設許可
	厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない
※設備及び運営に関する基準は、都道府県の条例で定める

	開設主体
	地方公共団体、医療法人、社会福祉法人などの非営利法人等



○現行の介護療養病床の経過措置期間については６年間延長（平成36年3月31日まで）
○医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備
③　地域共生社会の実現に向けた取組の推進等
○高齢者と障がい児・者が同一の事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉両方の制度に新たに共生型サービスを位置づける
○有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化
・事業停止命令の創設
・前払金の保全措置の義務の対象拡大　等
○障害者支援施設等（介護保険適用除外施設）を退所して、介護保険施設等に入所する場合の保険者の見直し（介護保険適用外施設の住所地特例の見直し）
④　現役世代並みの所得のある者の利用者負担割合の見直し（平成30年８月１日施行）
○世代間・世代内の公平性を確保しつつ、制度の持続可能性を高める観点から、現行２割負担者のうち特に所得の高い層（年金収入等340万円以上）の負担割合を３割とする（負担上限：月額44,400円）
⑤　介護納付金における総報酬割の導入
○現行では、各医療保険者は、介護納付金を２号被保険者である「加入者数に応じて負担」しているが、これを被用者保険間では「標準報酬総額に応じた負担」とする（激変緩和の観点から段階的に導入）

【総報酬割導入のスケジュール】
	
	平成29年度
	平成
30年度
	平成
31年度
	平成
32年度

	
	～７月
	８月～
	
	
	

	総報酬割分
	なし
	１／２
	１／２
	３／４
	全面






５．計画策定にあたっての主要課題
平成37（2025）年を見据えた長期的視点からの計画づくり

課題　１



団塊の世代のすべてが後期高齢者（75歳以上）となる平成37（2025）年に向けては、後期高齢者人口の増加だけではなく、要介護認定者、認知症高齢者、医療ニーズの高い高齢者並びに一人暮らしや夫婦のみの高齢者世帯等の増加が予測されるところです。
本計画については、第６期計画以降、この平成37（2025）年を見据えた長期的視点からの計画策定が求められています。

地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み



課題　２



平成37（2025）年までに地域包括ケアシステムの構築を実現することを目指し、そこに至る段階的な充実を図るため、第７期３年間における取組方針等を明らかにする必要があります。
本町では、地域活動等のネットワーク資源の活用等を図りながら、住み慣れた地域でいつまでも安心して暮らせるようなしくみとして、地域包括ケアシステムの構築に取り組んでおり、今後３年間では、こうした取り組みをさらに深化させていく必要があります。

	第６期
	第７期
	第８期
	第９期

	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32
	H33
	H34
	H35
	H36
	H37
	H38

	2015
	2016
	2017
	2018
	2019
	2020
	2021
	2022
	2023
	2024
	2025
	2026

	地域包括ケアシステムの構築

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	着手
深化・推進
充実
構築・展開

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


地域包括ケアシステムの構築については、以下で挙げる様々な主要課題への取組も重要になってきます。


地域包括支援センターの機能強化



課題　３



地域包括ケアシステムの構築に向けて、その中核的役割を担う地域包括支援センターが、より質の高い業務を行うため、職員の確保や資質の向上、地域ケア会議を活用してのケアマネジメント支援の強化等、これまでの取組を推進していく必要があります。

健康づくりと介護予防の推進



課題　４



健康寿命を延伸し、高年期に活力ある生活を送れるよう、栄養・食生活の改善、身近な地域での主体的な健康づくり活動の拡大等に取り組むとともに、身近な地域における通いの場を充実させ、参加者やその活動の拡大を図るなど、住民の介護予防に対する意識・理解を深めながら、今後も介護予防・重度化抑制に向けて取り組んでいく必要があります。

医療・介護連携の強化



課題　５



今後は後期高齢者の増加が見込まれること等を踏まえ、在宅医療・介護連携推進の中心的役割を果たすことが期待される医師会等との連携強化により、医療と介護の連携のしくみづくりをさらに進めていく必要があります。

認知症高齢者支援策の充実


課題　６



認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症に関する普及啓発や予防・早期発見、地域や医療等の関係機関と連携した支援等の他、相談体制の充実等も含めた総合的な支援策の充実に取り組んでいく必要があります。

地域における自立した日常生活の支援


課題　７



高齢者が住み慣れた地域でできる限り自立した生活を送れるよう、「介護予防・日常生活支援総合事業」を中心に、高齢者の多様化するニーズ等を踏まえながら、効果的かつ効率的なサービス提供を図っていけるような体制整備に取り組んでいく必要があります。


第３章　計画の基本的な考え方
１．基本理念と方向性
本計画については、第６期計画以降、平成37（2025）年を見据えた長期的視点の中で策定しており、第７期計画においても平成37（2025）年に至るプロセスの中で位置づけられるものです。
こうした状況を踏まえ、本計画の基本理念と方向性については、第６期計画を踏襲・継承しつつ、その深化・推進を図っていくものとします。
（１）基本理念
介護保険制度を中心として、各関係者の連携及び協力に基づいて、地域における総合的な保健・医療・福祉サービスの提供体制を構築することにより、町内の高齢者とその家族を支援することを目標とした「健康で安心な生活がおくれる地域社会づくり」を本計画の基本理念として掲げます。健康で安心な生活が送れる
地域社会づくり
基本理念


















（２）方向性
こうした基本理念に基づき、本計画では、団塊の世代が後期高齢者となる平成37（2025）年を見据えた長期視点に立つとともに、高齢者が住み慣れた自宅や地域において安心して暮らせるよう、介護保険制度の持続可能性を視野に入れながら、各種事業の取り組みの充実、高齢者を地域で支えるしくみづくりなどに一層取り組んでいくものとします。
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第４章　基本理念の実現に向けた施策の展開
１．介護予防の推進
介護予防については、制度や事業参加による介護予防効果等について一層の周知を図るとともに、高齢者の健康増進・介護予防に対する多様なニーズに対応した事業の展開を図っていきます。
（１）介護予防事業
①　一般介護予防事業
［現　状］
従来の一次予防・二次予防について、制度改正に伴い、平成29（2017）年度より、一般介護予防事業として社協に委託して実施しています。
介護予防普及啓発事業については、講座や座談会を開催するとともに、若い世代に向けての介護予防の取り組みを試行中です。
地域介護予防活動支援事業については、ボランティア・参加者のやる気が高まるよう、高知家健康パスポート事業を活用しています。
地域リハビリテーション活動支援事業については、健康運動による体操の実施や理学療法士による評価や訪問看護師による健康教育（とんからりんの家、あったか）を実施しています。
介護予防把握事業、一般介護予防事業評価事業については、取り組みがまだ十分とは言えない状況です。
［今後の方向性］
居場所と出番づくり等の環境へのアプローチを含め、バランスの取れたアプローチを行いＱＯＬの向上を目指します。
リハビリ専門職等を活かした自立支援に資する取り組みを推進し、要介護状態であっても生きがい・役割をもって生活ができるようにしていきます。
住民自身が運営する体操の集いなどの活動を地域で展開し、人と人とのつながりを通じて参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づくりを推進します。
介護予防把握事業について、そのしくみづくりに取り組んでいきます。


②　介護予防・日常生活総合支援事業
［現　状］
平成28（2016）年度は総合事業への移行期間としていましたが、通所型サービス（みなし）、訪問型サービス（みなし）へ混乱なく移行することができました。
一方、みなし以外のサービスはなく、多様なサービスの利用が可能となるよう体制整備に向けての検討も進んでいない状況です。
［今後の方向性］
地域ケア会議、生活支援体制整備事業などの活用により、地域課題を抽出し、体制整備に向けた検討を進めます。


２．保健福祉サービスの推進
住み慣れた自宅や地域において、高齢者が快適で豊かな暮らしが続けられるよう、個々の状況やニーズに応じた保健福祉サービスの充実を図ります。
（１）フィールド医学
［現　状］
住み慣れた地域で元気でいきいきと生きがいをもって生活できるために、生活の質（QOL)を高め生活習慣病予防や介護予防につなげるために、平成16（2004）年度から、土佐町ではフィールド医学に取り組んでいます。
75歳以上の後期高齢者を対象にした後期高齢者健診に合わせて、身体機能、認知機能に着目した健診項目を加えたフィールド医学ご長寿健診を行っています。健診では老年内科、循環器科、心療内科の専門医師による診察を行い、疾病の早期発見早期治療につなげるとともに、情報提供を行い、治療につながっていない方も早期治療、対応に結びつけるように働きかけています。また、必要に応じ、地域包括支援センターとの連携による介護予防事業やインフォーマルサービスなどへ結び付けられるように各関係機関との連携を深めています。
老人クラブとも連携して健診へのＰＲを行うことで、高齢者にとって健診を受診することが健康への意識付けとなっています。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	ご長寿健診受診率
	30.2％
	28.9％
	29.4％

	後期高齢者健診受診率
	33.2％
	57.5％
	58.0％(見込み)

	健康長寿問診票回収率
	55.0％
	
	47.6％



平成29（2017）年度には、未受診者対策、重症化予防対策として、ご長寿健診実施後の11月にあったかふれあいセンターの場を活用し、モデル的にミニ健康診査を実施しました。参加者は12名（75歳未満2名、75歳以上10名）で、75歳以上の10名中4名はご長寿健診に参加していない方でした。ご長寿健診に参加しづらい方が、「疾患を早期発見して重症化を予防する」「糖尿病の適切な管理によるフレイルや認知症予防につなげる」ためにも、受診機会の確保について検討し、生活習慣病の重症化予防や介護予防に取り組んでいく必要があります。
フィールド医学事業で実施している健康長寿問診票は、平成28（2016）年度は住民の意見を聞くこととし実施しませんでしたが、問診票の活用について検討する必要があります。


［今後の方向性］
今後も、関係機関との連携を密にし、健康に対する意識向上を図っていきます。

	主な指標
	Ｈ30年度
（2018）
	Ｈ31年度
（2019）
	Ｈ32年度
（2020）

	ご長寿健診受診率
	30.0％
	30.0％
	30.0％

	後期高齢者健診受診率
	60.0％
	60.0％
	60.0％


（２）生活管理指導事業（指導員派遣）
［現　状］
日常生活を営むのに支障がある要介護認定非該当の高齢者の家庭に対してホームヘルパーを派遣し、高齢者の日常生活の支援を行う事業です。
［今後の方向性］
今後も、高齢者が健全で安らかな生活を営むことができるよう、継続して実施していきます。
（３）生きがい活動支援通所事業（生きがいデイサービス）
［現　状］
おおむね65歳以上の要介護認定非該当の高齢者が週１回程度のデイサービスを利用することにより、ヘルスチェックや日常動作訓練、趣味活動等のサービス提供を受けられる事業です。
利用者の健康維持や生きがいづくりとしての効果はあるものの、利用者は減少傾向にあることから、いずれ改めて制度自体の在り方を検討する必要があります。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	利用者
	13人
	8人
	7人


［今後の方向性］
今後も当面は、高齢者が健全で安らかな生活を営むことができるよう、継続して実施していきます。
（４）土佐町福祉タクシー事業
［現　状］
75歳以上の高齢者や重度身体障がい者（児）等が、通院にタクシーを利用する場合、その料金の一部を助成する事業です。
助成金額は１回あたり、タクシー料金の基本料金を除く金額（町内移動分に限る）で、年間24～36回を利用上限としています。
平成28（2016）年度より対象者の拡大を行ない、精神障害者保健福祉手帳所持者及び人工透析患者も対象としました。人工透析治療通院については、嶺北中央病院までを利用区域として助成しています。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）見込み

	利用者数
	59名
	53名
	60名

	助成金額
	1,338千円
	1,289千円
	1,313千円


［今後の方向性］
平成30（2018）年度より、利用区域を嶺北中央病院まで拡大し、利便性の向上を図っていきます。
（５）高齢者通院バス料金助成実施事業
［現　状］
70歳以上の高齢者が町内または本山町の医療機関に通院する場合、町指定の路線バス会社を利用した際に片道分の料金を助成する事業です。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）見込み

	利用人数
	20名
	17名
	18名

	助成金額
	110千円
	145千円
	137千円


［今後の方向性］
今後も、高齢者等の移動支援として、継続して実施していきます。
（６）土佐町成年後見制度利用支援事業
［現　状］
判断能力が十分でない高齢者に対し、成年後見制度の利用に関する支援を行うことにより、福祉の増進を図ることを目的とし、要件を満たす者について助成する制度です。
現在のところ、利用実績はありません。
［今後の方向性］
様々な機会を活用しながら、制度の周知を図っていきます。


（７）訪問理美容サービス事業
［現　状］
要介護３～５までの認定を受けている方、障害の程度が１級または２級の障害者手帳の交付を受けている方、おおむね65歳以上の単身世帯、おおむね65歳以上の高齢者のみの世帯であって、老衰・心身の障害及び傷病等の理由により一般の理美容サービスを利用することが困難で、在宅にて生活を営んでいる者を対象としています。
近年は利用者がない状況です。
［今後の方向性］
要介護状態の在宅高齢者及び重度身体障害児・者が、清潔で快適な身体管理ができることを支援するため、居宅に訪問して理美容サービスを提供し、高齢者及び重度身体障害児・者の保健福祉の向上を図っていきます。

３．生きがいづくりと社会参加の推進
人生80年時代が到来し、価値観・ライフスタイルが多様化するに伴い、生きがいや心の豊かさを求める人が増えています。
明るく活力に満ちた高齢社会を確立するためには、高齢者自身が地域社会の中で自らの経験や知識を活かして、大切な役割を担って活躍できる社会づくりが重要です。
高齢者の多様性・自発性を十分に尊重しながら、活動的で生きがいに満ちた生活を実現するために、高齢者同士や世代間の交流、趣味や学習などの活動、就労、ボランティア活動など、高齢者が様々な分野に積極的に参加できるよう、ボランティアセンターと社会教育の連携の強化を支援していきます。また、シルバー人材センター事業の支援を行うほか、老人クラブや様々な自主的な団体の活動の立ち上げと発展を支援していきます。
（１）老人クラブ活動
［現　状］
同一小地域に居住する60歳以上の者で組織し、高齢者自らの生きがいを高め健康づくり活動やボランティア活動をはじめとした地域を豊かにする活動に対し、補助を行っています。
年齢に関しては、社会活動の円滑な展開に資するため、60歳未満の加入を妨げるものではありません。
老人クラブの年齢層が高齢となり、会員数も増えない中、地域におけるこれまでの活動の継続が難しくなってきています。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	会員数
	605人
	600人
	576人


［今後の方向性］
高齢者の生きがいづくりや健康づくりの推進、また若手高齢者の加入増進のため、老人クラブ全体での活動の他、コーラス部やダンス部といった趣味を同じくする小グループの活動を通じて、老人クラブの活性化、組織強化を図る取り組みに対し補助を行い、支援していきます。
（２）生涯学習・ボランティア活動
［現　状］
ボランティアに関する調査実施・情報収集を行うとともに見守り、声掛けボランティア等、地域におけるボランティア活動の推進を支援しています。
また、ボランティアセンターの役割やボランティア活動の見える化を進めるため、広報や啓発活動の取り組みを支援しています。

ボランティアセンターに対する認知度が低く、広報活動をはじめ、どのような活動を実践していったらよいか検討する必要があります。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）見込み

	団体会員数（延べ人数）
	23団体(1,259人)
	25団体(1,239人)
	27団体(1,316人)

	個人会員数（延べ人数）
	33人
	37人
	46人


［今後の方向性］
ボランティアセンターの役割や、ボランティア活動の見える化を進めるため、広報・啓発を強化し、ボランティアの養成、登録を推進することにより、それぞれの年代が参加しやすい活動の推進を支援していきます。
また、学校・地域・教育委員会と連携し、福祉教育・ボランティア学習をより充実させ、次世代を担うボランティアを育成するための活動の支援をしていきます。
（３）シルバー人材センター
［現　状］
地域での困り事解消の為の支援を行うとともに、臨時的・短期的・軽易な業務により会員の知識・経験を活かせる就労の場の提供に関する支援を行っています。
現在、会員のほとんどが70歳以上であり、全体的にマンパワーの不足が課題となっている他、剪定や草刈り等、一定の技能を必要とする人材も不足しています。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	会員数
	99人
	102人
	102人


［今後の方向性］
人材育成・ＰＲ活動を行うとともに、会員の安全技能講習会等の実施について支援していきます。


４．介護サービスの充実したまちづくりの推進
平成37（2025）年に向けて、後期高齢者の増大などを背景に、要支援・要介護認定者の増加やサービスに対する需要の増大・多様化が想定される中、土佐町に暮らす高齢者が必要なサービスを必要なときに利用できる環境・基盤の整備を図っていく必要があります。
地域の事業者等との連携を図りながら、高齢者一人ひとりができる限り住み慣れた地域での生活を続けられるようなサービス提供体制の充実に努めます。
（１）介護保険サービスの充実と基盤整備
［現　状］
利用者のニーズに応じたサービス提供体制の確保に努め、高齢者が住み慣れた自宅・地域で暮らしていけるように環境整備に取り組んでいます。
第６期計画期間中においては、居宅サービス（うち通所介護）の提供箇所が１か所増加しました。施設・居住系サービスについては、増設等はありませんでした。
町外においては、居宅サービス、施設・居住系サービスともに介護サービス提供事業所が増加しています。
本町においては、被保険者数・サービス利用者数において大幅な増加はなく、新たなサービスの参入があまり見込まれない状況であり、現在提供されているサービスの質の向上や提供体制の維持を図りながら、適正なサービス利用ができるようサポートしていくことが必要です。
［今後の方向性］
介護保険サービスを利用者のニーズに沿い提供できる基盤整備に努めていきます。
高齢者がいつまでも住み慣れた地域で暮らしていく事ができるよう、居宅サービスの質向上・維持に努めていきます。施設・居住系サービスが必要な場合にも、利用者やその家族の実情に応じた適正なサービス利用ができるようにサポートしていきます。
広域的・長期的な視点を考慮しながら、介護サービスの調整を図っていきます。
（２）介護給付適正化の推進
［現　状］
介護給付適正化を目的として、要介護認定の適正化や、給付等の点検に取り組んできました。
介護給付適正化の取り組みのひとつとして、介護給付費の通知がありますが、第６期期間中には送付する事ができませんでした（介護給付費の通知を行うことで、利用者本人や家族が、実際に利用しているサービスの実態について把握することができます）。


［今後の方向性］
持続可能な介護保険制度を構築する事を目的として、介護給付の適正化を図り、利用者に対する適正な介護サービスの提供に努めます。
国保連合会へ介護給付費の縦覧審査及び医療情報との突合審査を委託し、不適切な給付がないようにチェックを行い、介護保険制度の信用を高めるとともに、介護給付費や介護保険料の増大抑制に取り組みます。
介護給付費の通知を行い、利用者本人や家族が利用しているサービスの実態を把握できるようにし、適正なサービス利用に繋がるよう支援します。
①　要介護認定の適正化
［現　状］
認定調査については、認知症や障害など高齢者一人ひとりの状態を正確に反映させるため、必要に応じて調査対象者の日頃の状態や障害による生活面での困難を的確に説明できる者の同席を求める取り組みを行っています。
また、認定調査の特記事項には、例えば障害等があることによって通常よりコミュニケーションの時間を要する場合や理解が困難な場合には、それを的確に記載するよう努めます。
県が主催とする認定調査員の研修へ積極的に参加し、適正な要介護認定の実施に努めています。
認定調査については、調査対象者と、対象者の日ごろの状態等について聞き取りできる家族や施設・病院・介護サービス事業関係者に聞き取りを行い、一人ひとりの状態を正確に調査票に反映することができました。
特記事項や調査票について、調査員と職員（地域包括支援センター）が内容のチェックをすることで、的確で伝わりやすい記載ができました。
年に１回、県が主催する認定調査員研修には毎年欠かさず参加できていますが、認知症についての学習等、調査員のスキルアップに繋がる研修の企画や参加勧奨ができていません。現在は２名の調査員が対応していますが、人材不足に直面した時期もあるため、今後に向けて人材確保・育成を図っていく必要があります。
［今後の方向性］
今後も、調査票・特記事項に調査対象者の状態を正確に反映することができるよう努めます。
また、認定調査員のスキルアップや人材育成を図り、適正な要介護認定に繋がるように努めます。
②　ケアマネジメント等の適正化
［現　状］
利用者の状況に応じたケアプランが作成されているか確認、点検することに努めています。
また、住宅改修が保険給付として適正なものかどうかについては、書類により確認するとともに、必要性に応じて現地調査を行います。
ケアプラン点検については、町内の居宅介護支援事業所の介護支援専門員に、１件ずつケアプランの提出を依頼し、書類点検を実施しました。その後、各事業所につき１名ずつ面接点検を実施し、ケアプラン作成時困難に思っていること等についても聞き取りを行いました。
ケアプラン点検の実施を通し、担当職員と介護支援専門員で介護サービス内容や関わり方を振り返り、作成時の困難だった点や工夫等を共有することができ、適正化に繋がる取り組みとなりました。書類点検・面接点検ともにマニュアルはあるものの、マニュアルどおりに点検するだけではなく、利用者や関わる介護支援専門員の実情に沿って、適正なサービスが提供されるプランとなっているのかを考えていく必要があります。そのためには、職員のスキルアップが必須となります。
住宅改修の点検については、事前に提出された書類の確認と、必要に応じて現地の確認を行い、保険給付として適正か確認に努めました。
書類の確認だけでなく、現地の確認をする事でサービス利用者や家族と対面する事ができたため、生活実態に合わせて適正な給付であるか確認することができました。
［今後の方向性］
６期計画内で実施を続けてきたケアプラン点検や住宅改修の点検を引き続き実施し、利用者の生活実態や希望に沿い、適正な給付がされているか点検するように努めていきます。点検を実施する保険者の資質向上に向け、研修への参加等に取り組んでいきます。
また、軽度要介護者の福祉用具貸与についても、貸与理由書等の提出を求め、適正な福祉用具貸与がされているか、確認に努めていきます。
（３）介護サービスの質の確保・向上
①　利用者の苦情・相談への対応
［現　状］
住民にとって最も身近な存在である町の窓口で苦情を受け止め、苦情の深刻化・蔓延化を防ぐとともに、介護ニーズの分析や苦情の吸い上げを行うよう努めています。
包括支援センターの職員が、利用者宅への訪問時にいろいろな話を伺う中で、不安や不満を聞き取り、対応したこと等はあるものの、直接町が対応した苦情や相談は実績がありませんでした。受付の窓口について、周知が不十分であったためと思われます。
課題として、苦情・相談が発生した場合に、どこで受付をしているのかについて、周知が不十分であることが挙げられます。
［今後の方向性］
苦情・相談の窓口が本町の健康福祉課・地域包括支援センターにあることの周知を図るため、介護保険のパンフレットに掲載する等、相談しやすい環境づくりに努めます。
受けた苦情・相談については、担当の係と地域包括支援センターが連携して対応していきます。

②　事業者自身によるサービスの質の向上
［現　状］
「介護サービス情報の公表」制度の普及促進を図り、利用者のサービス選択を支援するとともに、事業者が質の向上を図れるようサポートしています。
制度の普及促進が不十分であり、介護サービス情報の公表や利用者のサービス選択支援・事業者の質の向上のサポートに繋げる事ができませんでした。
［今後の方向性］
介護サービス情報の公表制度の普及促進を図り、利用者がサービスを選択しやすい環境づくりに努めます。
介護事業所にそれぞれの事業所の特色や提供するサービスについての情報提供を依頼し、公表することで、事業所が質の向上を図れるよう、サポートに努めていきます。
（４）その他
①　家族介護支援事業（介護用品支給事業）
［現　状］
在宅で生活する住民税非課税世帯者のうち、介護保険要介護認定において、要介護４または要介護５に該当する方に対し、１人あたり年額75,000円を上限として介護用品を現物支給する事業を行っています。
平成27（2015）年度より、年間２名～８名ほどの利用がありました。支給する介護用品としてはおむつ（消耗品）が多く、２か月や３か月に１回の利用が多くなっています。年額上限の75,000円を使い切るケースはありませんが、要介護者の状態に合わせ利用頻度と金額が増加する時があります。
要介護者が在宅生活を続けるうえで必要となる、おむつ購入等の金銭面の負担を軽減することができる
この事業について、対象者への周知を図っていく必要があります。
［今後の方向性］
他事業とも連動しながら、事業対象者の把握ができるよう情報共有を図るとともに、対象者に対しては本事業の周知を図っていきます。


②　在宅生活支援手当の支給に関する事業
［現　状］
町内で在宅生活する、介護保険要介護認定において要介護１～５に該当する方のうち住民税非課税者に対し、介護サービス利用経費の負担軽減を図り、介護サービスの利用を促進し、在宅生活を支援するため、月額5,000円～10,000円の在宅生活支援手当を支給する事業です。
［今後の方向性］
今後も引き続き、事業を継続していきます。


５．地域全体で支え合うまちづくりの推進
高齢者の多くが、長年生活してきた地域で暮らし続けることを望んでいます。
今後さらに進むと予想される高齢化などに備え、高齢者が要介護状態になっても、可能な限り住み慣れた地域において継続して生活できるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援サービスを一体化して提供していく地域包括ケアシステムの構築に向け、取り組んでいく必要があります。
また、高知県は地域包括支援ネットワークシステムの構築を推進し、「高知型福祉」の実現を目指しています。地域包括支援ネットワークシステムとは、①ニーズキャッチシステム②ニーズの分析・検討・解決システム③連携支援システムの３システムで構成されるものであり、要援護者のニーズに対応するため、この３つのシステムを「地域における様々なサービスを地域住民のニーズの状態や変化に応じて、適切に、切れ目なく、かつ包括的に提供」できるようにし、住み慣れた地域で安心かつその人らしい「生き生きとした暮らし」を実現していくしくみです。
本町の特性として、介護・医療施設が町内１か所に集中しており、地域によっては医療機関までの道のりが遠く、バス停等も近くにないため自家用車がなければ外出や通院が不便な状況があります。厚生労働省の示す地域包括ケアシステムでかかげられている日常生活圏域（30分でかけつけられる圏域）の考え方では、介護・生活支援・医療・住まい・予防について全てを整えることは難しいと考えます。
これから要援護者の増加も見込まれる中、地域包括支援ネットワークシステム（高知型福祉）などを参考とし、保健・医療・介護・福祉が連携をもちながら地域の実情に応じた包括ケアシステムの構築に向け、取り組んでいきます。
（１）地域包括ケア体制の推進
［現　状］
地域包括支援センターでは地域の高齢者の身近な拠点として、住民からの医療、介護についての総合相談窓口の役割を担っています。医療機関、介護施設、サービス事業者等との連携により、在宅での生活の支援を行っています。
高齢化の進展が一層見込まれる中、住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために、社会福祉協議会を始めとする関係機関との連携のもと地域の見守りや声かけ等、生活支援や災害時の対応など地域のネットワークの体制整備を推進し、介護保険制度のみでなく各種事業の取り組みとともに、高齢者を地域で支える仕組みづくりとして地域ケア体制の構築のため、より一層取り組んでいくことが重要と考えます。

医療、介護について、医療機関、介護施設、サービス事業者等との連携により、在宅での生活の支援を行いました。
また、老年内科、循環器科、心療内科等専門医によるフィールド医学健診の実施により疾病の早期発見、早期治療に繋げるとともに、介護予防や健康づくりへの取り組みを実施しました。
平成27（2015）年度からは地域ケア会議を開始し、また、平成28（2016）年度からは在宅医療介護の連携推進事業、生活支援体制整備事業の取り組みを始めています。
今後は、より会議が有効に機能し地域包括ケアシステムが構築できるよう取り組んでいく必要があります。
［今後の方向性］
在宅医療介護の連携推進事業、生活支援体制整備事業、地域ケア会議、認知症総合支援事業などを一体的に進め、地域包括ケアシステムの構築をめざします。
また、介護保険制度のみではなく、高齢者を地域で支えるしくみづくりに取り組んでいくことも重要と考えます。
①　地域ケア会議
［現　状］
平成27（2015）年度から地域ケア会議（地域包括ケア推進連絡会１回、個別ケア会議２回）をスタートし、平成28（2016）年度からは個別ケア会議（年４回：８事例）、地域ケア推進会議（年１回）を定期開催し、地域包括ケアシステム構築の課題等について検討できる場の確保はできました。平成29（2017）年度は、個別ケア会議（年４回：９事例予定）、地域ケア推進会議を開催しました。
今後は、より会議が有効に機能し地域包括ケアシステムが構築できるよう他の事業を含め取り組んでいく必要があります。
［今後の方向性］
地域ケア推進会議および個別ケア会議の充実を図り、地域包括ケアシステムの構築の取り組みを推進、深化していきます。
②　医療と介護の連携
［現　状］
平成28（2016）年8月3日に嶺北地域在宅医療介護連携推進事業実施検討会を設置し、嶺北４町村で在宅医療介護連携における課題整理を行いました。国が示す８つの在宅医療介護連携推進事業のうち、広域的に取り組むことが効果的である事業について整理し、平成29（2017）年11月から事業の一部を土佐長岡郡医師会に委託し、コーディネーターを配置するなど、事業を進めています。
また、土佐町では、従来から取り組んでいるフィールド医学事業のアンケートにおいて「おぼえがき（エンディングノート）」を作成しているかの質問を継続して調査しています。「おぼえがき」をひとつのツールとして、医療、介護関係者と在宅療養や終末期、看取りの検討や事例検討会の実施など、具体的な取り組みを通して、在宅医療介護連携のシステムづくりにつなげていくことも考えていくことが必要です。

［今後の方向性］
病気や認知症になっても、その人らしい生活を送ることができるよう、医療や介護の体制の整備を推進します。
また、医療福祉関係者だけではなく、住民の方と協働で在宅療養のあり方について模索し、その人が望む地域での生活、終末期や看取りを含めたシステムづくりを推進します。
地域の医療・介護の資源を把握・リスト化し、マップを作成するとともに、在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策等の検討を行っていきます。
③　高齢者の安心安全な見守り体制整備
［現　状］
おおむね65歳以上のひとり暮らし世帯、高齢者のみの世帯及びこれに準ずる世帯に対して、緊急通報装置を貸与しています。
旧型の緊急通報装置の更新やセンサーなしタイプの更新を進める必要があります。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	利用者数
	101人
	93人
	88人


［今後の方向性］
今後は、光ファイバー網を活用し、住宅内ＩＰ版緊急通報端末と人の動きを検知する安否センサー等を設置し、有事の際の緊急通報が可能となるアプリケーションシステム（見守りシステム）の導入を進めます。
ひとり暮らしの日常的な見守りや助け合いに必要な情報の集積・データベース化により、日常の見守り及び災害発生時や緊急時の支援ツールとして要配慮者台帳システムの活用を進めます。
また、行政、社協、民生児童委員協議会や民間団体等との協定に基づく見守りや認知症の人とその家族を支えるための見守りネットワークの強化を図り、高齢者や認知症の方等を地域で支える体制づくりに努めます。



④　あったかふれあいセンター事業
［現　状］
あったかふれあいセンター事業は地域コミュニティの維持再生を目的とし、高齢者が気軽に集い、生活支援、介護サービス等を受ける事ができる拠点を整備するものです。身体状況上、拠点への参加しづらい地域の高齢者については訪問活動を行い、相談事に対応しています。
年間延べ利用者は多いものの、利用者の固定化の傾向があるとともに、主体的な取り組みや誰もが気軽に集える場という観点からまだ不十分な状況です。
［今後の方向性］
「あったかフェス」の充実化を図り、利用者の役割や出番づくりを実践し、住民の主体性を引き出すよう取り組みを強化していきます。
また、仲間同士での集いを楽しみながら、地域の課題やニーズを把握し、地域支援を考える場づくりの検討や地域福祉推進のため、サテライト毎の運営協議会の設置について検討していきます。

	主な指標
	Ｈ30年度
（2018）
	Ｈ31年度
（2019）
	Ｈ32年度
（2020）

	運営協議会設置数
	２か所
	４か所
	６か所



⑤　生活支援体制整備事業
［現　状］
平成28（2016）年度より生活支援コーディネーターを配置してします。
また、生活支援・介護予防連絡会を協議体として位置づけ、平成29（2017）年度より稼働を始めました。
［今後の方向性］
生活支援コーディネーターの配置により、地域の関係者のネットワーク化を図り、地域における生活支援・介護予防サービスの提供体制の整備に向けた取組を推進していきます。



（２）認知症総合支援事業
［現　状］
認知症など要援護者を地域で支援できる体制をつくり、関係機関（介護保険事業者、医療機関、民生委員、ボランティア、社協、行政等）で地域支援体制のためのネットワーク（あじさいネット）を構築しています。
認知症に対する理解を得るため、認知症サポーターを養成し、認知症に対する認識を深め、認知症があっても地域で生活できる意識をもってもらえるよう講座を開催しています。社会福祉協議会と連携し、希望のあった地域に出向き講座を開催しています（住民、ボランティア、関係機関、事業所、行政職員への講座開催）。
平成28（2016）年４月に地域包括支援センターに認知症地域支援推進員を配置しました。また、同年４月には、訪問支援対象者及びその家族に対する初期支援を包括的かつ集中的に行う認知症初期集中支援チームを設置し、認知症地域支援推進員と連携した取り組みをすすめています。
平成28（2016）年度、29（2017）年度には、ご長寿健診期間中にフィールド医学医師の協力による「認知症専門相談」を実施し、家族への具体的な助言やかかりつけ医との連携による支援を行いました。
認知症に対する理解を得るための認知症サポーター養成講座を継続的に実施しました。また平成27（2015）年度からは、介護家族の集いを開始しました。介護支援専門員にチラシを配布し、ご家族等に声掛けをお願いしたり、町広報誌や町内放送で参加を呼び掛けていますが、参加者は３～５人でほぼ固定化してきています。今後も介護されている家族が少しでも気分転換が図れるような場所として開催していく必要があります。
平成29（2017）年度10月には、「あじさいカフェ（認知症カフェ）」をスタートしました。認知症の方や介護されている方、地域住民、介護職等誰もが気軽に集うことができる場所として定着させることが必要です。
平成29（2017）年度、あじさいネットワークのメンバーに意見を聞きながら認知症ケアパスの作成に取り組みました。支援が必要な対象者が、タイムリーかつ効果的にサービス提供や支援を受けることができるよう認知症ケアパスの周知方法について検討する必要があります。

	主な指標
	Ｈ27年度
（2015）
	Ｈ28年度
（2016）
	Ｈ29年度
（2017）

	サポーター養成講座
	3回
	2回
	1回

	介護家族の集い
	3回
	4回
	6回（予定）

	あじさいカフェ（認知症カフェ）
	
	
	4回（予定）





［今後の方向性］
今後も地域での見守り体制の整備も含め、サポーター養成に努めていきます。
認知症の人やその家族が状況に応じて必要な医療や介護等のサービスが受けられるように関係機関との連携体制を構築します。
また、認知症の人とその家族、地域住民、専門職が集い、認知症の人を支えるつながりを支援し、認知症の人の家族の介護負担の軽減等を図ります。




第５章　介護保険事業の見通し
[image: ]１．介護保険事業の推計フロー

































※本章における平成29（2017）年度値は、原則として見込み値となっています。

２．被保険者数の見込み
本町における65歳以上の被保険者数は、今後も緩やかな減少傾向で推移し、平成32（2020）年度には1,658人程度になるものと見込みます。
また、40～64歳の第２号被保険者数についても、同様に減少し、平成32（2020）年度には1,061人程度になるものと見込みます。
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３．認定者数の見込み
高齢者人口の減少等を背景に、認定者数については緩やかに減少し、平成32（2020）年度には376人程度になるものと見込まれます。
一方、認定者率（第１号被保険者数に対する認定者数の割合）は概ね安定的に推移し、平成32（2020）年度には22.7％程度になる見込みです。
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４．サービス利用者数の見込み
認定者数の緩やかな減少等を背景に、サービス利用者数も緩やかに減少していくことが想定され、平成32（2020）年度には241人程度になるものと見込まれます。
平成32（2020）年度におけるサービス類型別の利用者数は、標準的居宅サービス利用者が123人、居住系サービス利用者が12人、施設サービス利用者が106人と見込んでいます。
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【サービス類型について】
※施設サービスとは、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院の介護保険施設に加え、ここでは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護を含めます。
※居住系サービスとは、（介護予防）特定施設入居者生活介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護を指します。
※標準的居宅サービスとは、施設・居住系サービス以外のサービスのことです。








５．サービス量の見込み
サービス利用者数やサービス利用量（回数、日数）については、サービス別に次のように見込んでいます。
［予防給付］
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［介護給付］




































６．給付費等の見込み
（１）総給付費（財政影響額反映前）
第７期介護報酬改定（全体で0.54％増）を踏まえた総給付費（予防給付費及び介護給付費）については、次のように見込んでいます。








［予防給付費］






















［介護給付費］
































（２）標準給付費
総給付費に特定入所者介護サービス費等給付額、高額介護サービス費等給付額、高額医療合算サービス費等給付額及び算定対象審査支払手数料を合わせた標準給付費については、次のとおりです。













上表における財政影響額とは、制度改正に伴い、一部利用者において自己負担分が増額（２割負担から３割負担へ）となることによる給付額の減額調整額です。

（３）地域支援事業費
介護予防・日常生活支援総合事業費及び包括的支援事業・任意事業費からなる地域支援事業費については、次のように見込んでいます。













７．介護保険の財源構成
介護保険制度は、国、地方自治体、40歳以上の住民のそれぞれの負担により、社会全体で高齢者の介護を支える社会保険制度です。
第７期計画期間［平成30（2018）～平成32（2020）年度］の保険給付費のうち、第１号被保険者の負担割合は、第６期の22％から23％へと変更されます。
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［土佐町における負担構造］
国は25％相当額を負担することになっていますが、このうちの５％分は調整交付金となっており、各保険者における第１号被保険者の所得構造や後期高齢者の割合によって変動します（低所得者が多い保険者や後期高齢者が多い保険者では5％を越える調整交付金となります）。
第７期における高齢化の見込みや所得構造から、土佐町における調整交付金は標準的な５％を越える11.10～11.59％程度（年度により異なる）が見込まれます。
この結果、第１号被保険者の負担割合は、標準的な23％よりも少なく16.41～16.90％程度ということになります。
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８．準備基金と予定保険料収納率
（１）準備基金
本町では、平成29年度末において60,000千円の準備基金残高を見込んでいます。
第７期では、このうち25,000千円を取り崩すことにより、保険料の上昇幅の軽減化を図ることとします。
（２）予定保険料収納率
第１号被保険者からの保険料徴収は、普通徴収と特別徴収があり、普通徴収分については100％徴収となっていないことなど、現状を踏まえ、第７期の予定保険料収納率としては99.00％を見込んでいます。


９．保険料としての必要額
ここまでに示した給付費や負担構造等から、第７期においては第１号被保険者の保険料として、約291,000千円を収納する必要があることになります。
























10．第１号被保険者の介護保険料
（１）第７期介護保険料の所得段階区分
第７期の保険料段階設定ついては、法令等の改正を踏まえ、第７段階と第８段階を区分する所得金額を190万円から200万円に、また、第８段階と第９段階を区分する所得金額を290万円から300万円に、それぞれ変更します。




























なお、保険料基準額算定の基礎数値としては、上記の料率を用いることになりますが、実際の保険料徴収にあたっては、低所得層（第１段階）の負担軽減の観点から、国・県・保険者（市町村）の一般財源を投入することにより、料率を0.45に軽減することが予定されています。

（２）保険料段階区分別の第１号被保険者数見込み
前掲の保険料段階別の第１号被保険者数については、次のように見込んでいます。
所得段階別加入割合補正後被保険者数とは、各所得段階の被保険者数にそれぞれの保険料率を乗じた人数の合計となっています。





















本町では、保険料率が1.00未満の第１～４段階の第１号被保険者数割合が高いため、第１号被保険者数を下回る所得段階別加入割合補正後被保険者数によって、保険料を負担し合う必要があります。
（３）第７期介護保険料
第７期介護保険料基準額は、月額5,400円となります。
第７期介護保険料基準額（月額）
＝予定保険料収納率を考慮した必要額291,426,894円
÷所得段階別加入割合補正後被保険者数4,497人÷12ヶ月
　＝5,400円








第６章　計画の推進
１．関係機関との連携
この計画の目標の実現に向け、高知県・近隣市町村及び関係機関との連携により、介護・医療・福祉の施策を一体的に進め、施策の総合的・効果的な実施に努めます。
この計画の円滑な推進に向け、健康福祉課をはじめ、町内のその他関係部署、関係団体等との連携を密にし、施策、事業の実施に努めます。
２．計画の評価・検討
計画内容を着実に実行するために、関係各課を含めて、この計画の進捗状況を各年度点検・評価するとともに、高齢者福祉を巡る状況の変化を加味して、より適正な進捗が図られるように施策・事業の見直し、調整を行います。
なお、地域包括支援センター運営協議会において、上記の計画の進捗状況の把握を踏まえ、介護保険事業運営上の諸問題について協議します。




資　料　編
１．土佐町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委員名簿
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３．生きがいづくりと

社会参加の推進

４．介護サービスの充実した
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（２）介護給付適正化の推進

（３）介護サービスの質の確保・向上
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第９期

Ｈ27年度Ｈ28年度Ｈ29年度Ｈ30年度Ｈ31年度Ｈ32年度Ｈ37年度

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2025)

1,749 1,747 1,729 1,707 1,686 1,658 1,522

651 641 640 646 644 647 560

65～69歳 360 385 363 349 332 304 270

70～74歳 291 256 277 297 312 343 290

1,098 1,106 1,089 1,061 1,042 1,011 962

75～79歳 341 332 310 289 292 265 319

80～84歳 343 334 334 318 288 288 220

85～89歳 256 261 261 265 273 264 217

90歳以上 158 179 184 189 189 194 206

第２号被保険者 1,207 1,175 1,147 1,124 1,098 1,061 945
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65～74歳



75歳以上



（単位：人）

被保険者数

実　　　績 推　　　計

第　６　期 第　７　期


image40.emf
65 

48  48 

46 

45 

44 

36 

44 

51 

50 

53 

54 

53 

53 

54 

63 

63 

65 

67 

64 

64 

53 

48 

67 

52 

52 

52 

41 

52 

58 

59 

60 

59 

60 

56 

75 

76 

65 

66 

67 

65 

65 

43 

40 

40 

40 

40 

38 

33 

386 

384 

392 

382 

384 

376 

348 

22.1%

22.0%

22.7%

22.4%

22.8%

22.7%

22.9%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

500

Ｈ27年度 Ｈ28年度 Ｈ29年度 Ｈ30年度 Ｈ31年度 Ｈ32年度 Ｈ37年度

(2015) (2016) (2017) (2018) (2019) (2020) (2025)

第 ６ 期 第 ７ 期 第９期

実 績 推 計

（人）

認定者数の見込み

要介護５

要介護４

要介護３

要介護２

要介護１

要支援２

要支援１

認定者率


image41.emf
第９期
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実　　　績

第　６　期

第９期

Ｈ29年度Ｈ30年度Ｈ31年度Ｈ32年度Ｈ37年度
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